
 

平成27年２月20日 

各 位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長 長野 成晃 

 （コード：3731 東証マザーズ） 

問い合せ先 人 事 法 務 部  法 務 広 報 課 

 （ T E L： 0 2 2 - 7 2 2 - 0 3 3 3）  

 

（再訂正・数値データ再訂正あり）「平成 25 年 10 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一

部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、本日付「有価証券報告書等およびその訂正報告書等にかかる訂正ならびに訂正過

年度決算短信等の再訂正等に関するお知らせ」においてお知らせいたしましたとおり、平成

27 年１月 16 日に公表済みの訂正決算短信および訂正四半期決算短信等の記載内容に訂正す

べき事項がございましたので、下記のとおり決算短信等の訂正を行うことをお知らせいたし

ます。 

なお、最初に訂正箇所の主な内容を記載したうえで、訂正後の全文を添付して該当箇所下

線を付して表示するとともに、参考として訂正前の全文を添付しております。 

今般、不適切な会計処理を未然に防止できず、株主様、投資家様及び関係者の皆様には、

多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

記 

１．訂正を行う決算短信等 

  決算短信等の名称  平成 25 年 10 月期決算短信〔日本基準〕（連結） 

  決算短信等の公表日 平成 27 年１月 16 日 

 

２．訂正の主な内容等 

 訂正前 訂正後 影響額 

平成 24 年 10 月期 

(第 20 期)通期 

 

売上高 15,112 15,112 ― 

営業利益 374 373 △1 

経常利益 348 347 △1 

当期純利益 42 42 ― 

総資産 5,041 5,041 ― 

純資産 2,309 2,309 ― 

       

以上 

 



  

平成25年12月13日

  

  

決算補足説明資料作成の有無 ： 無 
決算説明会開催の有無    ： 無 

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。 

  

  

(注) 平成26年10月期（予想）の期末１株当たり配当金については、平成25年５月１日付の普通株式１株を100株とす
る株式分割を考慮した金額を記載しております。 

  

  

  平成25年10月期 決算短信〔日本基準〕(連結)   
 

上 場 会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 上場取引所 東
 

コ ー ド 番 号 3731 URL http://www.keiozu.co.jp 
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)横江 実   
問合せ先責任者 (役職名)取締役管理部長 (氏名)湯瀬 昭宏 (TEL)  (022)722-0333 
 

定時株主総会開催予定日 平成26年1月24日 配当支払開始予定日 平成26年1月27日 

有価証券報告書提出予定日 平成26年1月31日     
 

  (百万円未満切捨て)
 

１．平成25年10月期の連結業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年10月期 15,112 8.3 373 △18.6 347 △10.3 42 △78.9 
24年10月期 13,950 1.3 458 △0.7 387 41.9 199 △6.7 

 

(注) 包括利益 25年10月期 53百万円(△67.7％)   24年10月期 199百万円(△6.4％)
 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年10月期 7 66 ―   1.8 6.4 2.5 
24年10月期 36 29 ―   9.1 6.4 3.3 

 

(参考) 持分法投資損益 25年10月期 ― 百万円   24年10月期 ― 百万円
 

（２）連結財政状態  
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年10月期 5,041 2,309 45.8 419 89 
24年10月期 5,748 2,284 39.7 415 20 

 

(参考) 自己資本 25年10月期 2,307百万円   24年10月期 2,281百万円
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年10月期 324 △211 △482 322 

24年10月期 540 △10 △542 685 
 

２．配当の状況

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

24年10月期 ―   0 00 ―   500 00 500 00 27 13.7 1.1 

25年10月期 ―   0 00 ―   5 00 5 00 27 65.2 1.1 

26年10月期(予想) ―   0 00 ―   5 00 5 00   13.7   
 

３．平成26年10月期の連結業績予想（平成25年11月1日～平成26年10月31日）

  (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 7,450 △5.7 160 △16.4 140 18.4 70 819.6 12 74 

通 期 16,000 5.9 350 △6.4 300 △14.0 200 375.3 36 39 
 



  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を記載しております。 

  

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  
（２）個別財政状態 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。 

  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

（業績予想の適切な利用に関する説明） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。 

  

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規   社 (社名)          、除外   社 (社名) 
 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 
 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 有 

 ④ 修正再表示 ： 無 
 

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年10月期 5,614,600株 24年10月期 5,614,600株 

② 期末自己株式数 25年10月期 118,500株 24年10月期 118,500株 

③ 期中平均株式数 25年10月期 5,496,100株 25年10月期 5,496,100株 
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年10月期の個別業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年10月期 663 △22.9 347 △36.1 323 △30.1 46 △76.8 
24年10月期 860 51.9 544 136.0 462 564.2 198 99.4 

 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
  円 銭 円 銭 

25年10月期 8 38 ―   

24年10月期 36 08 ―   
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年10月期 3,129 2,457 78.5 447 11 

24年10月期 3,482 2,428 69.7 441 69 
 

(参考) 自己資本 25年10月期 2,457百万円   24年10月期 2,427百万円
 

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

 (当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新政権発足後による景気対策により、一部に不安定要素はあっ

たものの、消費意欲は改善され、着実に景気回復に向かっており、企業業績についても明るい兆しが見え

てまいりました。 

そのような状況のなか、当連結会計年度における当社グループの売上高は15,112百万円（前期比8.3％

増）、営業利益は373百万円（前期比18.6％減）、経常利益は347百万円（前期比10.3％減）、当期純利益

は42百万円（前期比78.9％減）となっております。これは主に今後の更なる規模拡大に向けた、積極的な

新卒採用を行った結果、約90名の従業員が増え、販売費及び一般管理費が増加したことによるもでありま

す。また、当社グループにおける主力事業である移動体通信店舗事業におきまして、総販売台数について

は前年比において堅調に推移しているものの、平均粗利単価が低下したことが利益減の主な要因となりま

す。 

また、当期純利益減の影響については、東日本大震災の影響により、主要賃貸不動産が全壊認定とな

り、固定資産除却損として152百万円の特別損失の計上を行った結果となります。 

  

なお、事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信業界では、ソフトバンクモバイル株式会社及びＫＤＤＩ株式会社に続き、株式会社ＮＴＴド

コモもｉＰｈｏｎｅの販売を開始するなど活況を呈してまいりました。そのような状況のなか、今後の規

模拡大も見据えた積極的な新卒採用により、総販売台数については前年比において堅調に推移いたしまし

た。しかしながら、収益性の高い商材の販売比率を高めることはできず、携帯関連商品の販売による利益

確保も足りなかったことから、平均粗利単価が低下し、営業利益は、342百万円（前期比37.2％減）とな

っております。 

当連結会計年度においては、宮城県のａｕショップ北環状吉成台、ａｕショップおおまちのリニューア

ル、山形県のソフトバンク山形南の移転リニューアル、福島県のドコモショップ鹿島店のリニューアル、

秋田県のソフトバンク天王店の新規取得、並びにDo!Messa名掛丁店の閉店を行っております。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（連結経営成績サマリー）   （百万円未満切捨て） 

  平成24年10月期 平成25年10月期 増減額 増減率 

売上高 13,950百万円 15,112百万円 1,161百万円 8.3％  

営業利益 458百万円 373百万円 △85百万円 △18.6％ 

経常利益 387百万円 347百万円 △39百万円 △10.3％ 

当期純利益 199百万円 42百万円 △157百万円 △78.9％ 

１株当たり当期純利益 36.29円 7.66円 △28.63円 △78.8％ 
 

・売上高 14,288百万円 （前期比8.2％増） 

・セグメント利益 342百万円 （前期比37.2％減） 
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当連結会計年度における直営店舗数につきましては以下の通りとなります。 

 （注）原発事故の影響によりdocomoショップ１店舗の営業を休止しております。 

  

 ② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業につきましては、安定的な収益を確保しつつ、人員の拡大・育成を進めてお

り、売上高は618百万円（前期比19.4％増）、セグメント利益は232百万円（前期比60.9％増）となってお

ります。 

今後も新卒採用も含め、積極的な雇用拡大を行っていく予定です。 

  

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、東日本大震災による影響から主要賃貸不動産が全壊認定となり、行政

負担による工事が行われました。その為、一部での営業となっており、売上高は15百万円（前期比21.9％

増）、営業利益１百万円（前期比は４百万円の営業損失）となっております。主要賃貸不動産の行政工事

の終了により、その有効利用を促進していく予定であります。 

  
④ その他 

震災の影響により通信回線サービス契約受付事業およびソーシャルアプリ事業につきましては営業を休

止しておりますが、医療・介護事業において介護予防通所介護施設を運営しております。 

その結果、売上高は190百万円（前期比12.0％減）、セグメント損失53百万円（前期は72百万円のセグ

メント損失）となっております。 

また、２月には宮城県において医療・介護事業における第６号施設のライフクオリティ岩沼を開所いた

しました。 

  

  
ソフトバンク 

ショップ 
ａｕ 

ショップ 
docomo 

ショップ 
併売店 合計 

当期首店舗数 34 13 2 3 52 

当期における増加数 1 ― ― 0 1 

当期における減少数 ― ― ― 1 1 

当期末店舗数 35 13 2 2 52 
 

・売上高 618百万円 （前期比19.4％増） 

・セグメント利益 232百万円 （前期比60.9％増） 

 

・売上高 15百万円 （前期比21.9％増） 

・セグメント利益 １百万円 （前期比 ― ） 

 

・売上高 190百万円 （前期比12.0％減） 

・セグメント損失 53百万円 （前期比 ― ） 
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(次期の見通し) 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信店舗事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東日

本トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーの利益向上に努めてまいります。引き続き市場

の伸びが期待されるスマートフォン、タブレット端末等の商品の販売比率増加に対応するために、人財育

成に努めることにより、次期の見通しといたしましては、売上高は15,050百万円、セグメント利益は500

百万円を見込んでおります。なお、次期以降も引き続き、積極的な既存店舗のリニューアル・リプレイス

および新規出店を計画しております。 

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、引き続き安定的に収益を確保しつつ、人員の拡大およびオペ

レーターの育成に一層注力することにより売上・収益の拡大に努めてまいります。次期の見通しにつきま

しては、売上高750百万円、セグメント利益250百万円を見込んでおります。 

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災によって損壊した主要賃貸用不動産の売却対応も検討してまいり

ます。 

④ その他 

その他事業につきましては、前期に引き続きグループ経営の中核となり得る新規事業の選択と既存事業

の規模拡大に努めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は200百万円、セグメント利益は5百

万円を見込んでおります。 

  

以上により、平成26年10月期の連結業績は、売上高は16,000百万円、営業利益は350百万円、経常利益

は300百万円及び当期純利益は200百万円を予想しております。 
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① 資産、負債及び純資産の状況 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  

当連結会計年度末における資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は395百万円減少し

て2,290百万円、固定資産は309百万円減少して2,744百万円となりました。これは主に借入金の返済に伴

う現金及び預金213万円の減少、のれん償却費104百万円の計上、並びに繰延税金資産の取崩し84百万円に

よるものであります。その結果、総資産額は706百万円減少し5,041百万円となりました。 

負債の状況は、流動負債が95百万円減少し2,439百万円、固定負債は635百万円減少し293百万円となり

ました。これは主に借入金及び社債の合計451百万円の減少によるものであります。その結果、負債総額

は731百万円減少し2,732百万円となりました。 

純資産の状況は、24百万円増加し2,309百万円となりました。これは配当金の支払２百万円及び当期純

利益42百万円の計上によるものであります。 

  
② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して362百万円減少して322百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べて224百万円減少し、324百万円（前期比41.0％

減）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の減少によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて192百万円増加し、211百万円（前期比

1010.6％増）となりました。これは主に投資有価証券の取得によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて60百万円減少し、482百万円（前期比11.1％

減）となりました。これは主に借入金の返済によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析

  （百万円未満切捨て） 

  平成24年10月期末 平成25年10月期末 増減額 

資産合計 5,748百万円 5,041百万円 △706百万円 

負債合計 3,463百万円 2,732百万円 △731百万円 

純資産合計 2,284百万円 2,309百万円 25百万円 

自己資本比率 39.7％ 45.8％ 6.1％ 

１株当たり純資産 415.20円 419.89円 4.69円 
 

  
平成24年10月期 

(平成23年11月１日～ 
平成24年10月31日) 

平成25年10月期 
(平成24年11月１日～ 
平成25年10月31日) 

増減額 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

549百万円 324百万円 △224百万円 

  
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△19百万円 △211百万円 △192百万円 

  
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△542百万円 △482百万円 60百万円 

現金及び現金同等物の
増減額 

△11百万円 △362百万円 △350百万円 

現金及び現金同等物の
期末残高 

685百万円 322百万円 △362百万円 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  ３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  ４．有利子負債は、連結貸借対照表に記上されている負債のうち利子を支払って 

    いる全ての負債を対象としております。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題の一つであると認識しております。配当金

につきましては、業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状況等を総合的に勘案したうえで

実施することを基本方針としており、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営体質および事

業の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、実績に裏づけされた利益還元を行ってまいります。 

このため当期の配当金は１株５円（連結配当性向65.2％）の配当を予定しております。 

また、次期の配当につきましても、５円を予定しております。 

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めており、毎

事業年度における配当は、期末と中間の２回行うことができることとしております。これらの剰余金の

配当については、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会を決定機関としております。 

  

  平成21年10月期 平成22年10月期 平成23年10月期 平成24年10月期 平成25年10月期 

自己資本比率(%) 27.3 33.9 33.6 39.7 45.8 

時価ベースの自己資本比率
(%) 

33.8 25.9 17.8 27.4 37.3 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(%) 

411.9 409.3 404.9 275.1 317.8 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍) 

9.3 10.9 11.1 16.1 14.2 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載し

ております。従いまして、当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで発生の回避及び発生した場

合の対応に努める方針であります。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社グループが判断したも

のであり、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

（全般） 

当社は、第三者調査委員会による調査結果を受け、平成23年12月22日に平成18年10月期第1四半期から

平成23年10月期第３四半期までの決算短信の訂正を行うとともに、平成18年10月期から平成23年10月期第

３四半期までの四半期報告書・有価証券報告書等の訂正報告書を提出いたしましたことから、東証より当

社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められたため、平成24年１月18日付にて当社株式が

特設注意市場銘柄に指定されました。 

特設注意市場銘柄指定解除に向けて、１年ごとに内部管理体制の状況等について記載した「内部管理体

制報告書」を株式会社東京証券取引所へ提出いたしますが、その審査の結果、指定から３年を経過しても

内部管理体制等に問題があると判断される場合、または内部管理体制の状況等が改善される見込みがない

と判断される場合、上場を廃止されることとなります。 

当社の株式が上場廃止となった場合には、当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営成

績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（移動体通信店舗事業） 

① 受取手数料について 

移動体通信機器の販売代理店事業では、市場の成熟、個人消費の低迷等により厳しさが増しておりま

す。販売代理店事業では、移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約や修理業務等

の取次ぎを行うことにより手数料を収受しており、移動体通信キャリアの事業方針等の大幅な取引条件の

変更等が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後の新たな料金プラン等の設定によるインセンティブ体系の変更も、同様に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

② 移動体通信機器の販売について 

移動体通信機器の販売については、携帯電話普及率の上昇により新規契約の獲得競争が激しくなってお

ります。また、個人消費動向や、高機能・高付加価値な端末の販売や割賦販売制度によりユーザーの買い

替えサイクルが長期化しております。これらの傾向がさらに顕著になった場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 移動体通信事業における競合について 

移動体通信業界は、業界の成熟とともに移動体通信機器及びサービスの販売競争はますます激化してお

ります。当社は、移動体通信キャリアと移動体通信サービスの代理店契約を締結しておりますが、同様に

移動体通信キャリアと直接契約を締結している代理店は全国に多数あります。従いまして、今後の他社と

の競争状況及び業界内の再編状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 法的規制について 

顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不測の事態により顧客

情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼の失墜、損害賠償請求等により、財

政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク
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（テレマーケティング事業） 

① 受取手数料について 

医療保険等第三分野の保険加入契約の取次ぎを行うことにより、その対価として手数料を収受しており

ますが、受取手数料の金額、支払対象期間、顧客の払込保険料に対する割合等の取引条件について、保険

会社の事業方針等の大幅な変更が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

② テレマーケティング事業の事業展開について 

保険会社から業務委託を受け、保険加入率の向上等の営業努力を行っておりますが、保険事業の受注

は、当該保険会社の営業政策の変更により影響を受ける可能性があります。また、その保険会社及び取扱

商品等に対する風評により、新規保険契約数、保有保険契約の継続率等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

③ 法的規制について 

保険の募集事業については、保険事業法の規制を受けており、当社は、保険会社の一次代理店として登

録し、保険募集人資格を有する社員が、コールセンターで保険契約の募集を行っております。また、加入

契約者の個人情報及び顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不

測の事態により情報の紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害賠償請求

等により、重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（介護事業） 

① 介護保険法について 

介護事業におきましては、介護保険収入への依存度が高いため、介護保険に関する制度の変更により介

護サービスに関する規制、介護報酬額、要介護度に応じた支給限度額等が変更された場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 介護スタッフの確保について 

介護施設の展開については、有資格介護スタッフの確保が必要でありますが、必要とする人財が適時確

保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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【経営理念】 

当社及び当社グループは、「コミュニケーション」をキーワードに、コンシューマービジネスに特化

し、お客様に様々なサービスを提供いたします。 

【行動指針】 

① ＣＳ(顧客満足度)第一主義の基本に則ったＱＳＣＡの確立を目指しております。 

  (Q：Quality   S：Service   C：Cleanliness   A：Atmosphere) 

② 常に株主様に対して、適切な利益還元と情報開示により信頼に応え、継続的な成長と企業価値の向

上を目指しております。 

③ お客様と接するのは従業員であるため、従業員の成長を促すためのＥＳ(従業員満足度)向上を目指

しております。 

④ 地域社会へ貢献し、環境との調和を図ることを目指しております。 

  

当社グループの目標は、ＱＳＣＡの確立と同時に、業務効率の向上と販売費・一般管理費の徹底管理

を図ることで、売上高経常利益率５％以上を安定的に確保できる体制を造ることを経営指標として掲

げ、企業価値の最大化を目指しております。 

  

当社グループは、成長の原点である移動体通信店舗事業に関する事業フィールドの拡大も含めた関連

事業分野におけるＭ＆Ａ等の活用をはじめ、既存事業の強化に取り組んでまいります。 

また、新規事業を育成し、変化し成長し続ける企業としてチャレンジし続けてまいります。 

  

１．適切な企業統治 

当社は、平成23年12月22日に平成18年10月期から平成23年10月期第3四半期までの有価証券報告書等に

係る訂正報告書を提出いたしました。この件につき、東証は、当社の内部管理体制等について改善の必要

性が高いと認められるため、平成24年１月18日に当社株式を特設注意市場銘柄に指定しました。 

その後、当該指定から１年が経過し、当社は内部管理体制確認書を東証に提出し、東証がその内容等を

確認したところ、当社の内部管理体制等が十分に改善されたとは確認できなかったため、当社株式につい

て特設注意市場銘柄指定の解除を行わないこととする通知を平成25年4月30日に受けました。そのため当

社株式は、特設注意市場銘柄の継続となっております。 

当社は内部管理体制等の確立に努め、内部統制の運用についても実行性を徹底することとし、特設注意

市場銘柄指定の解除に向けて全社一丸となって取り組んでおります。 

  

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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２．移動体通信店舗事業 

移動体通信店舗事業におきましては、ソフトバンクモバイル株式会社及びＫＤＤＩ株式会社に続き、

株式会社ＮＴＴドコモもｉＰｈｏｎｅの販売を開始するなど活況を呈してまいりました。そのような状

況のなか、今後の規模拡大も見据えた積極的な新卒採用などにより、東日本トップ代理店となることを

目標とし、ステークホルダーと共存共栄を図るために以下の点に努めてまいります。 

① 基本の徹底 

② 販売力の強化（社員の成長） 

③ 販売チャネル(店舗数、エリア等)の強化 

④ 将来を見据えた管理者人財の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  

３．テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、更なる規模及び競争力の拡大を図るため、以下の点に努め

てまいります。 

① 競争力強化のため、規模の拡大 

② 成長性とコスト管理のバランス経営 

③ 新規商材、新規チャネルの開発 

④ 将来を見据えた管理者人財の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  

４．医療・介護事業 

リハビリテーションを軸とした、地域オンリーワンの展開を目指すため、以下の点に努めてまいりま

す。 

① 日常生活動作の向上・維持を目的とした、利用者・家族・スタッフが一丸となって取組める体制作

りの強化 

② 将来を見据えた人財の育成 

③ コンプライアンスの徹底 

  

５．人財育成への対応 

当社グループは、移動体通信店舗事業、テレマーケティング事業、医療・介護事業等と、事業内容が

異なる領域に渡ることで、人財面での充実、育成は重要課題であると認識しております。お客様と直接

対応する現場でのＱＳＣＡの確立を基本に、人財育成、社員力の向上に努めてまいります。 
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３．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

          前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 707,484 341,711
    売掛金 1,476,312 1,393,404
    商品 294,615 257,367
    繰延税金資産 164,112 248,545
    その他 45,815 52,172

    貸倒引当金 △2,511 △2,511

    流動資産合計 2,685,828 2,290,690

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 694,576 413,220

        減価償却累計額 △377,880 △250,442

        建物及び構築物（純額） 316,695 162,777

      車両運搬具 16,633 17,879

        減価償却累計額 △13,864 △16,408

        車両運搬具（純額） 2,768 1,470

      工具、器具及び備品 227,451 245,377

        減価償却累計額 △183,165 △204,693

        工具、器具及び備品（純額） 44,285 40,684

      土地 617,803 617,803

      建設仮勘定 － 5,867

      有形固定資産合計 981,553 828,603

    無形固定資産     
      のれん 1,604,282 1,490,858

      その他 28,330 11,370

      無形固定資産合計 1,632,613 1,502,228

    投資その他の資産     
      投資有価証券 6,850 148,580
      長期貸付金 20,171 17,487
      株主及び株主保有会社に対する金銭債権 641,391 637,573
      敷金及び保証金 212,590 221,504
      繰延税金資産 192,528 18,676
      その他 8,635 8,024

      貸倒引当金 △642,352 △638,534

      投資その他の資産合計 439,815 413,311

    固定資産合計 3,053,982 2,744,143

  繰延資産     

    社債発行費 8,760 6,979

    繰延資産合計 8,760 6,979

  資産合計 5,748,571 5,041,813
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(単位：千円)

      前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 1,289,499 1,282,252
    短期借入金 112,000 113,200
    1年内返済予定の長期借入金 362,399 548,749
    1年内償還予定の社債 90,000 90,000
    未払金 254,880 212,448
    預り金 257,627 55,227
    未払法人税等 67,243 44,498
    未払消費税等 29,199 25,120
    賞与引当金 42,589 49,642
    役員賞与引当金 3,746 6,417
    災害損失引当金 16,500 －

    その他 8,808 11,842

    流動負債合計 2,534,494 2,439,399

  固定負債     
    社債 285,000 195,000
    長期借入金 618,725 69,976

    その他 25,377 28,127

    固定負債合計 929,103 293,103

  負債合計 3,463,597 2,732,503

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金 822,760 822,760
    利益剰余金 270,229 284,822

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 2,282,277 2,296,870

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 △296 10,890

    その他の包括利益累計額合計 △296 10,890

  新株予約権 1,249 －

  少数株主持分 1,743 1,549

  純資産合計 2,284,974 2,309,310

負債純資産合計 5,748,571 5,041,813
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書
(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上総利益 2,429,494 2,576,915

販売費及び一般管理費 1,971,153 2,203,888

営業利益 458,340 373,027

営業外収益     
  受取利息 927 658
  貸倒引当金戻入額 1,454 3,818
  受取助成金 3,150 8,801
  為替差益 － 6,361

  その他 12,203 7,914

  営業外収益合計 17,735 27,554

営業外費用     
  支払利息 38,859 20,493
  不動産賃貸費用 9,121 9,131
  休止固定資産関係費用 26,559 13,773

  その他 13,938 9,527

  営業外費用合計 88,480 52,925

経常利益 387,596 347,656

特別利益     
  新株予約権戻入益 － 1,249
  固定資産売却益 591 －
  受取補償金 50,289 22,728
  預り敷金償却益 － 21,210
  災害損失引当金戻入額 － 16,500
  債務消滅益 85,370 －
  不正関連損失引当金戻入額 24,353 －

  その他 4,130 4,314

  特別利益合計 164,735 66,002

特別損失     
  固定資産除却損 9,235 155,575
  減損損失 7,762 6,373
  貸倒引当金繰入額 100,973 －
  災害による損失 6,405 1,585
  不明支出金損失 32,204 65,910

  その他 1,605 3,500

  特別損失合計 158,185 232,944

税金等調整前当期純利益 394,145 180,714

法人税、住民税及び事業税 21,993 49,417

法人税等調整額 173,470 89,418

法人税等合計 195,464 138,835

少数株主損益調整前当期純利益 198,681 41,879

少数株主損失（△） △779 △194

当期純利益 199,461 42,073
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連結包括利益計算書

(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 198,681 41,879

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 443 11,186

  その他の包括利益合計 443 11,186

包括利益 199,125 53,065

（内訳）     
  親会社株主に係る包括利益 199,904 53,260
  少数株主に係る包括利益 △779 △194
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（３）連結株主資本等変動計算書
(単位：千円)

        
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本     
  資本金     

    当期首残高 1,199,086 1,199,086

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     

    当期首残高 822,760 822,760

    当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    当期首残高 98,248 270,229
    当期変動額     
      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期純利益 199,461 42,073

      当期変動額合計 171,980 14,593

    当期末残高 270,229 284,822

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 2,120,296 2,282,277
    当期変動額     
      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期純利益 199,461 42,073

      当期変動額合計 171,980 14,593

    当期末残高 2,282,277 2,296,870

その他の包括利益累計額     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

  その他の包括利益累計額合計     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

新株予約権     
  当期首残高 1,249 1,249
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1,249

    当期変動額合計 － △1,249

  当期末残高 1,249 －
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(単位：千円)

      
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

少数株主持分     
  当期首残高 2,523 1,743
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △779 △194

    当期変動額合計 △779 △194

  当期末残高 1,743 1,549

純資産合計     
  当期首残高 2,113,329 2,284,974
  当期変動額     
    剰余金の配当 △27,480 △27,480
    当期純利益 199,461 42,073

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △336 9,742

    当期変動額合計 171,644 24,335

  当期末残高 2,284,974 2,309,310
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税金等調整前当期純利益 394,145 180,714
  減価償却費 99,357 84,924
  減損損失 7,762 6,373
  のれん償却額 114,591 114,883
  貸倒引当金の増減額（△は減少） 99,519 △3,818
  賞与引当金の増減額（△は減少） △13,684 9,723
  不正関連損失引当金の増減額(△は減少) △72,260 －
  受取利息及び受取配当金 △1,177 △1,079
  支払利息 38,859 20,493
  為替差損益（△は益） 56 －
  固定資産除却損 9,235 155,575
  受取補償金 △50,289 △22,728
  債務消滅益 △85,370 －
  災害損失 6,405 －
  不明支出金損失 32,204 65,910
  新株予約権戻入益 － △1,249
  売上債権の増減額（△は増加） 5,964 82,908
  たな卸資産の増減額（△は増加） 24,611 36,946
  未収入金の増減額（△は増加） 15,047 2,222
  未収消費税等の増減額（△は増加） 4,852 127
  未払消費税等の増減額（△は減少） △3,735 △4,079
  仕入債務の増減額（△は減少） 50,419 △7,246
  未払金の増減額（△は減少） △25,862 △42,432
  預り金の増減額（△は減少） △75,524 △181,189

  その他 13,023 △48,396

  小計 588,160 448,584

  利息及び配当金の受取額 1,447 676
  利息の支払額 △33,546 △22,859
  法人税等の支払額 △24,815 △58,951
  法人税等の還付額 27 106
  補償金の受取額 50,289 22,728

  不明支出金損失額 △32,204 △65,910

  営業活動によるキャッシュ・フロー 549,359 324,374
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(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     
  定期預金の払戻による収入 100,658 －
  有形固定資産の取得による支出 △91,196 △82,480
  有形固定資産の売却による収入 1,904 －
  無形固定資産の取得による支出 △1,474 △1,458
  投資有価証券の取得による支出 － △121,218
  敷金及び保証金の差入による支出 △19,404 △26,524
  敷金及び保証金の回収による収入 5,541 6,332
  役員に対する金銭債権の増加に伴う支出 △9,000 －
  役員に対する金銭債権の減少に伴う収入 － 9,000
  株主に対する金銭債権の増加に伴う支出 △4,789 △340
  株主に対する金銭債権の減少に伴う収入 2,743 4,159

  株主保有会社に対する金銭債権の減少に伴う収
入 

287 －

  貸付けによる支出 △4,500 △1,150

  貸付金の回収による収入 223 2,620

  投資活動によるキャッシュ・フロー △19,004 △211,059

財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入れによる収入 － 210,000
  短期借入金の返済による支出 △168,000 △208,800
  長期借入金の返済による支出 △535,498 △362,399
  長期未払金の返済による支出 △1,837 △3,781
  社債の発行による収入 291,090 －
  社債の償還による支出 △100,846 △90,000

  配当金の支払額 △27,183 △27,183

  財務活動によるキャッシュ・フロー △542,274 △482,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △56 6,361

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,976 △362,487

現金及び現金同等物の期首残高 697,460 685,484

現金及び現金同等物の期末残高 685,484 322,997
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該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日) 

(単位：千円)

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業等を

含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△154,449千円には、セグメント間取引消去△1,093千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△153,356千円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント資産の調整額915,622千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含ま

れております。全社資産の主なものは余裕資金（現金及び預金）529,924千円であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)2,3 

連結損益計
算書計上額 

(注)4 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ 
ティング 

事業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

13,204,506 518,251 12,904 13,735,662 214,888 13,950,551 ― 13,950,551 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― ― ― 1,093 1,093 △1,093 ― 

計 13,204,506 518,251 12,904 13,735,662 215,981 13,951,644 △1,093 13,950,551 

営業費用 12,659,387 373,825 17,099 13,050,313 288,540 13,338,853 153,356 13,492,211 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

545,119 144,425 △4,195 685,349 △72,559 612,790 △154,449 458,340 

セグメント資
産 

3,722,010 205,881 794,128 4,722,020 110,928 4,832,949 915,622 5,748,571 

セグメント負
債 

2,234,212 156,022 44,490 2,434,725 79,572 2,514,298 949,299 3,463,597 

その他の項目                 

 減価償却費 40,013 15,005 16,972 71,991 8,118 80,110 19,246 99,357 

 のれんの償 
 却費 

114,591 ― ― 114,591 ― 114,591 ― 114,591 

 特別利益 140,382 ―   140,382 ― 140,382 24,353 164,735 

 (受取補償 
 金) 

50,289 ― ― 50,289 ― 50,289 ― 50,289 

 (債務消滅 
 益) 

85,370 ― ― 85,370 ― 85,370 ― 85,370 

 特別損失 12,455 ― 10,823 23,279 1,028 24,307 133,878 158,185 

 有形固定資 
 産及び無形 
 固定資産の 
 増加額 

55,393 8,946 7,786 72,126 28,056 100,182 9,978 110,160 
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当連結会計年度(自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日) 

(単位：千円)

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業等を

含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△146,906千円には、セグメント間取引消去△73千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△149,073千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント資産の調整額542,566千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含ま

れております。全社資産の主なものは余裕資金（現金及び預金並びに投資有価証券）でありま

す。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)2,3 

連結損益計
算書計上額 

(注)4 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ 
ティング 

事業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

 14,288,085 618,648 15,734 14,922,468 189,996 15,112,464 ― 15,112,464 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― ― ― 73 73 △73 ― 

計 14,288,085 618,648 15,734 14,922,468 190,069 15,112,538 △73 15,112,464 

営業費用  13,945,822 386,318  14,626 14,346,766 243,597 14,590,364 149,073 14,738,337 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

342,263 232,330 1,107 575,701 △53,528 522,173 △149,146 373,027 

セグメント資
産 

3,520,515 208,692 638,076 4,367,284 131,962 4,499,246 542,566 5,041,813 

セグメント負
債 

1,939,297 126,275 21,320 2,086,893 52,056 2,138,949 593,553 2,732,503 

その他の項目                 

 減価償却費 41,516 8,237 5,607 55,361 12,623 67,985 16,939 84,924 

 のれんの償 
 却費 

114,883 ― ― 114,883 ― 114,883 ― 114,883 

 特別利益 22,728 ― ― 22,728 ― 22,728 43,274 66,002 

 (受取補償 
 金) 

22,728 ― ― 22,728 ― 22,728 ― 22,728 

 (債務消滅 
 益) 

― ― ― ― ― ― ― ― 

 特別損失 3,353 1,141 153,807 158,302 6,373 164,675 68,268 232,944 

 (減損損失) ― ― ― ― 6,373 6,373 ― 6,373 

 有形固定資 
 産及び無形 
 固定資産の 
 増加額 

57,120 9,767 ― 66,887 10,129 77,017 1,454 78,471 
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(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年11月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に表示しておりました「受取助成金」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「その他」に表示しておりまし

た15,353千円は、「受取助成金」3,150千円、「その他」12,203千円として組み替えております。 

  

(会計方針の変更)

(表示方法の変更)
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(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産、１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  
２．１株当たり当期純利益金額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(１株当たり情報)

項目 
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

１株当たり純資産額 415円20銭 419円80銭 

１株当たり当期純利益 36円29銭 7円66銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

 

  
前連結会計年度 

(平成24年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年10月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,284,974 2,309,310 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,281,981 2,307,761 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 ― 

 少数株主持分 1,743 1,549 

普通株式の発行済株式数(株) 5,614,600 5,614,600 

普通株式の自己株式数(株) 1,185,000 118,500 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

5,496,100 5,496,100 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 199,461 42,073 

普通株式に係る当期純利益(千円) 199,461 42,073 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,496,100 5,496,100 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

― 
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   該当事項はありません。 

(重要な後発事象)
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４．個別財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

          前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 530,899 130,669
    売掛金 3,689 3,859
    前払費用 2,111 2,496
    繰延税金資産 159,648 244,081
    関係会社短期貸付金 798,529 280,233
    関係会社短期債権 44,482 937,972
    その他 1,822 281

    貸倒引当金 △62,348 △88,584

    流動資産合計 1,478,834 1,511,010

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 329,261 39,000

        減価償却累計額 △152,808 △20,891

        建物及び構築物（純額） 176,453 18,109

      車両運搬具 11,521 11,521

        減価償却累計額 △10,780 △10,945

        車両運搬具（純額） 740 576

      工具、器具及び備品 6,461 7,915

        減価償却累計額 △3,238 △5,265

        工具、器具及び備品（純額） 3,222 2,649

      土地 617,803 617,803

      有形固定資産合計 798,219 639,137

    無形固定資産     
      ソフトウエア 18,710 4,477

      その他 159 159

      無形固定資産合計 18,869 4,636

    投資その他の資産     
      投資有価証券 6,850 129,380
      関係会社株式 408,429 408,429
      関係会社長期貸付金 578,033 415,850
      株主及び株主保有会社に対する金銭債権 737,868 765,682
      敷金及び保証金 3,570 3,430
      繰延税金資産 192,528 18,676
      その他 4,964 4,964

      貸倒引当金 △754,063 △779,143

      投資その他の資産合計 1,178,180 967,269

    固定資産合計 1,995,269 1,611,043

  繰延資産     

    社債発行費 8,760 6,979

    繰延資産合計 8,760 6,979

  資産合計 3,482,865 3,129,033
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(単位：千円)

          前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 307 223
    短期借入金 112,000 113,200
    1年内返済予定の長期借入金 233,562 65,992
    1年内償還予定の社債 90,000 90,000
    未払金 55,873 42,079
    未払費用 765 1,070
    未払法人税等 14,542 25,939
    未払消費税等 21,934 1,548
    前受金 782 1,318
    預り金 30,985 7,049
    賞与引当金 3,981 2,783
    役員賞与引当金 3,746 6,417
    災害損失引当金 16,500 －

    その他 15,211 11,149

    流動負債合計 600,192 368,770

  固定負債     
    社債 285,000 195,000
    長期借入金 106,018 40,026
    長期預り保証金 7,685 8,285
    関係会社損失引当金 47,533 48,034

    その他 7,627 11,577

    固定負債合計 453,863 302,923

  負債合計 1,054,055 671,693

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金     
      資本準備金 69,874 69,874

      その他資本剰余金 752,886 752,886

      資本剰余金合計 822,760 822,760

    利益剰余金     
      利益準備金 5,496 8,244
      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 410,312 426,156

      利益剰余金合計 415,808 434,400

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 2,427,856 2,446,448

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 △296 10,890

    評価・換算差額等合計 △296 10,890

  新株予約権 1,249 －

  純資産合計 2,428,809 2,457,339

負債純資産合計 3,482,865 3,129,033
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（２）損益計算書
(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上高     
  関係会社受入手数料 847,918 647,964

  不動産事業売上高 12,904 15,734

  売上高合計 860,822 663,698

売上原価 9,126 9,650

売上総利益 851,695 654,047

販売費及び一般管理費     
  役員報酬 46,228 80,211
  給料手当及び賞与 99,575 70,009
  賞与引当金繰入額 5,363 1,406
  役員賞与引当金繰入額 6,556 11,857
  法定福利及び厚生費 20,159 19,369
  減価償却費 19,246 16,939
  管理諸費 24,029 28,753
  支払手数料 32,730 26,260

  その他 53,596 51,449

  販売費及び一般管理費合計 307,485 306,258

営業利益 544,210 347,789

営業外収益     
  受取利息 22,850 17,566

  その他 641 9,871

  営業外収益合計 23,491 27,437

営業外費用     
  支払利息 14,618 6,402
  社債利息 1,663 1,836
  貸倒引当金繰入額 58,382 26,235
  休止固定資産関係費用 26,559 13,773

  その他 4,016 3,643

  営業外費用合計 105,240 51,891

経常利益 462,461 323,335
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(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

特別利益     
  新株予約権戻入益 － 1,249
  預り敷金償却益 － 21,210
  災害損失引当金戻入額 － 16,500
  不正関連損失引当金戻入額 24,353 －

  その他 － 4,314

  特別利益合計 24,353 43,274

特別損失     
  固定資産除却損 3,513 152,222
  貸倒引当金繰入額 80,845 25,080
  関係会社株式評価損 9,999 －
  関係会社損失引当金繰入額 7,653 501
  災害による損失 6,405 1,585
  不明支出金損失 32,204 67,010

  その他 1,605 3,500

  特別損失合計 142,227 249,899

税引前当期純利益 344,587 116,710

法人税、住民税及び事業税 △31,644 △18,780

法人税等調整額 177,935 89,418

法人税等合計 146,290 70,637

当期純利益 198,297 46,072
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（３）株主資本等変動計算書
(単位：千円)

            
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本     
  資本金     

    当期首残高 1,199,086 1,199,086

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     
    資本準備金     

      当期首残高 69,874 69,874

      当期末残高 69,874 69,874

    その他資本剰余金     

      当期首残高 752,886 752,886

      当期末残高 752,886 752,886

    資本剰余金合計     

      当期首残高 822,760 822,760

      当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    利益準備金     
      当期首残高 2,748 5,496
      当期変動額     

        剰余金の配当 2,748 2,748

        当期変動額合計 2,748 2,748

      当期末残高 5,496 8,244

    その他利益剰余金     
      繰越利益剰余金     
        当期首残高 242,243 410,312
        当期変動額     
          当期純利益 198,297 46,072

          剰余金の配当 △30,228 △30,228

          当期変動額合計 168,068 15,844

        当期末残高 410,312 426,156

    利益剰余金合計     
      当期首残高 244,991 415,808
      当期変動額     
        当期純利益 198,297 46,072

        剰余金の配当 △27,480 △27,480

        当期変動額合計 170,816 18,592

      当期末残高 415,808 434,400

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 2,257,039 2,427,856
    当期変動額     
      当期純利益 198,297 46,072

      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期変動額合計 170,816 18,592

    当期末残高 2,427,856 2,446,448
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(単位：千円)

        
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

評価・換算差額等     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

  評価・換算差額等合計     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

新株予約権     
  当期首残高 1,249 1,249
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1,249

    当期変動額合計 － △1,249

  当期末残高 1,249 －

純資産合計     
  当期首残高 2,257,549 2,428,809
  当期変動額     
    当期純利益 198,297 46,072
    剰余金の配当 △27,480 △27,480

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 443 9,937

    当期変動額合計 171,260 28,529

  当期末残高 2,428,809 2,457,339
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(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年11月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

（４）個別財務諸表に関する注記事項

(会計方針の変更)
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(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産、１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  

２．１株当たり当期純利益金額又は潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  

(１株当たり情報)

項目 
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

１株当たり純資産額 441円69銭 447円47銭 

１株当たり当期純利益 36円08銭 8円38銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

 

  
前事業年度 

平成24年10月31日 
当事業年度 

平成25年10月31日 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,428,809 2,457,339 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,427,560 2,457,339 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 ― 

普通株式の発行済株式数(株) 5,614,600 5,614,600 

普通株式の自己株式数(株) 118,500 118,500 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

5,496,100 5,496,100 

 

  
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 198,297 46,072 

普通株式に係る当期純利益(千円) 198,297 46,072 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,496,100 5,496,100 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成20年12月11日 
(普通株式3,500株) 

― 
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平成25年12月13日

  

  

決算補足説明資料作成の有無 ： 無 
決算説明会開催の有無    ： 無 

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。 

  

  

(注) 平成26年10月期（予想）の期末１株当たり配当金については、平成25年５月１日付の普通株式１株を100株とす
る株式分割を考慮した金額を記載しております。 

  

  

  平成25年10月期 決算短信〔日本基準〕(連結)   
 

上 場 会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 上場取引所 東
 

コ ー ド 番 号 3731 URL http://www.keiozu.co.jp 
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)横江 実   
問合せ先責任者 (役職名)取締役管理部長 (氏名)湯瀬 昭宏 (TEL)  (022)722-0333 
 

定時株主総会開催予定日 平成26年1月24日 配当支払開始予定日 平成26年1月27日 

有価証券報告書提出予定日 平成26年1月31日     
 

  (百万円未満切捨て)
 

１．平成25年10月期の連結業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年10月期 15,112 8.3 374 △18.3 348 △10.0 42 △78.9 
24年10月期 13,950 1.3 458 △0.7 387 41.9 199 △6.7 

 

(注) 包括利益 25年10月期 53百万円(△67.7％)   24年10月期 199百万円(△6.4％)
 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年10月期 7 66 ―   1.8 6.5 2.5 
24年10月期 36 29 ―   9.1 6.4 3.3 

 

(参考) 持分法投資損益 25年10月期 ― 百万円   24年10月期 ― 百万円
 

（２）連結財政状態  
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年10月期 5,041 2,309 45.8 419 89 
24年10月期 5,748 2,284 39.7 415 20 

 

(参考) 自己資本 25年10月期 2,307百万円   24年10月期 2,281百万円
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年10月期 324 △211 △482 322 

24年10月期 540 △10 △542 685 
 

２．配当の状況

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

24年10月期 ―   0 00 ―   500 00 500 00 27 13.7 1.1 

25年10月期 ―   0 00 ―   5 00 5 00 27 65.2 1.1 

26年10月期(予想) ―   0 00 ―   5 00 5 00   13.7   
 

３．平成26年10月期の連結業績予想（平成25年11月1日～平成26年10月31日）

  (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 7,450 △5.7 160 △16.4 140 18.4 70 819.6 12 74 

通 期 16,000 5.9 350 △6.4 300 △14.0 200 375.3 36 39 
 



  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を記載しております。 

  

  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  
（２）個別財政状態 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。 

  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

（業績予想の適切な利用に関する説明） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。 

  

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規   社 (社名)          、除外   社 (社名) 
 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 有 

 ④ 修正再表示 ： 無 
 

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年10月期 5,614,600株 24年10月期 5,614,600株 

② 期末自己株式数 25年10月期 118,500株 24年10月期 118,500株 

③ 期中平均株式数 25年10月期 5,496,100株 25年10月期 5,496,100株 
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年10月期の個別業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年10月期 663 △22.9 347 △36.1 323 △30.1 46 △76.8 
24年10月期 860 51.9 544 136.0 462 564.2 198 99.4 

 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
  円 銭 円 銭 

25年10月期 8 38 ―   

24年10月期 36 08 ―   
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年10月期 3,129 2,457 78.5 447 11 

24年10月期 3,482 2,428 69.7 441 69 
 

(参考) 自己資本 25年10月期 2,457百万円   24年10月期 2,427百万円
 

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

 (当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新政権発足後による景気対策により、一部に不安定要素はあっ

たものの、消費意欲は改善され、着実に景気回復に向かっており、企業業績についても明るい兆しが見え

てまいりました。 

そのような状況のなか、当連結会計年度における当社グループの売上高は15,112百万円（前期比8.3％

増）、営業利益は374百万円（前期比18.4％減）、経常利益は348百万円（前期比10.0％減）、当期純利益

は42百万円（前期比78.9％減）となっております。これは主に今後の更なる規模拡大に向けた、積極的な

新卒採用を行った結果、約90名の従業員が増え、販売費及び一般管理費が増加したことによるもでありま

す。また、当社グループにおける主力事業である移動体通信店舗事業におきまして、総販売台数について

は前年比において堅調に推移しているものの、平均粗利単価が低下したことが利益減の主な要因となりま

す。 

また、当期純利益減の影響については、東日本大震災の影響により、主要賃貸不動産が全壊認定とな

り、固定資産除却損として152百万円の特別損失の計上を行った結果となります。 

  

なお、事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信業界では、ソフトバンクモバイル株式会社及びＫＤＤＩ株式会社に続き、株式会社ＮＴＴド

コモもｉＰｈｏｎｅの販売を開始するなど活況を呈してまいりました。そのような状況のなか、今後の規

模拡大も見据えた積極的な新卒採用により、総販売台数については前年比において堅調に推移いたしまし

た。しかしながら、収益性の高い商材の販売比率を高めることはできず、携帯関連商品の販売による利益

確保も足りなかったことから、平均粗利単価が低下し、営業利益は、342百万円（前期比37.2％減）とな

っております。 

当連結会計年度においては、宮城県のａｕショップ北環状吉成台、ａｕショップおおまちのリニューア

ル、山形県のソフトバンク山形南の移転リニューアル、福島県のドコモショップ鹿島店のリニューアル、

秋田県のソフトバンク天王店の新規取得、並びにDo!Messa名掛丁店の閉店を行っております。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（連結経営成績サマリー）   （百万円未満切捨て） 

  平成24年10月期 平成25年10月期 増減額 増減率 

売上高 13,950百万円 15,112百万円 1,161百万円 8.3％  

営業利益 458百万円 374百万円 △84百万円 △18.4％ 

経常利益 387百万円 348百万円 △39百万円 △10.0％ 

当期純利益 199百万円 42百万円 △157百万円 △78.9％ 

１株当たり当期純利益 36.29円 7.66円 △28.63円 △78.8％ 
 

・売上高 14,288百万円 （前期比8.2％増） 

・セグメント利益 342百万円 （前期比37.2％減） 

 



  
当連結会計年度における直営店舗数につきましては以下の通りとなります。 

 （注）原発事故の影響によりdocomoショップ１店舗の営業を休止しております。 

  

 ② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業につきましては、安定的な収益を確保しつつ、人員の拡大・育成を進めてお

り、売上高は618百万円（前期比19.4％増）、セグメント利益は231百万円（前期比60.1％増）となってお

ります。 

今後も新卒採用も含め、積極的な雇用拡大を行っていく予定です。 

  

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、東日本大震災による影響から主要賃貸不動産が全壊認定となり、行政

負担による工事が行われました。その為、一部での営業となっており、売上高は15百万円（前期比21.9％

増）、営業利益１百万円（前期比は４百万円の営業損失）となっております。主要賃貸不動産の行政工事

の終了により、その有効利用を促進していく予定であります。 

  
④ その他 

震災の影響により通信回線サービス契約受付事業およびソーシャルアプリ事業につきましては営業を休

止しておりますが、医療・介護事業において介護予防通所介護施設を運営しております。 

その結果、売上高は190百万円（前期比12.0％減）、セグメント損失53百万円（前期は72百万円のセグ

メント損失）となっております。 

また、２月には宮城県において医療・介護事業における第６号施設のライフクオリティ岩沼を開所いた

しました。 

  

  
ソフトバンク 

ショップ 
ａｕ 

ショップ 
docomo 
ショップ 

併売店 合計 

当期首店舗数 34 13 2 3 52 

当期における増加数 1 ― ― 0 1 

当期における減少数 ― ― ― 1 1 

当期末店舗数 35 13 2 2 52 
 

・売上高 618百万円 （前期比19.4％増） 

・セグメント利益 232百万円 （前期比60.9％増） 

 

・売上高 15百万円 （前期比21.9％増） 

・セグメント利益 １百万円 （前期比 ― ） 

 

・売上高 190百万円 （前期比12.0％減） 

・セグメント損失 53百万円 （前期比 ― ） 

 



  
(次期の見通し) 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信店舗事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東日

本トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーの利益向上に努めてまいります。引き続き市場

の伸びが期待されるスマートフォン、タブレット端末等の商品の販売比率増加に対応するために、人財育

成に努めることにより、次期の見通しといたしましては、売上高は15,050百万円、セグメント利益は500

百万円を見込んでおります。なお、次期以降も引き続き、積極的な既存店舗のリニューアル・リプレイス

および新規出店を計画しております。 

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、引き続き安定的に収益を確保しつつ、人員の拡大およびオペ

レーターの育成に一層注力することにより売上・収益の拡大に努めてまいります。次期の見通しにつきま

しては、売上高750百万円、セグメント利益250百万円を見込んでおります。 

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災によって損壊した主要賃貸用不動産の売却対応も検討してまいり

ます。 

④ その他 

その他事業につきましては、前期に引き続きグループ経営の中核となり得る新規事業の選択と既存事業

の規模拡大に努めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は200百万円、セグメント利益は5百

万円を見込んでおります。 

  

以上により、平成26年10月期の連結業績は、売上高は16,000百万円、営業利益は350百万円、経常利益

は300百万円及び当期純利益は200百万円を予想しております。 

  



  

① 資産、負債及び純資産の状況 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  

当連結会計年度末における資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は395百万円減少し

て2,290百万円、固定資産は309百万円減少して2,744百万円となりました。これは主に借入金の返済に伴

う現金及び預金213万円の減少、のれん償却費104百万円の計上、並びに繰延税金資産の取崩し84百万円に

よるものであります。その結果、総資産額は706百万円減少し5,041百万円となりました。 

負債の状況は、流動負債が95百万円減少し2,439百万円、固定負債は635百万円減少し293百万円となり

ました。これは主に借入金及び社債の合計451百万円の減少によるものであります。その結果、負債総額

は731百万円減少し2,732百万円となりました。 

純資産の状況は、24百万円増加し2,309百万円となりました。これは配当金の支払２百万円及び当期純

利益42百万円の計上によるものであります。 

  
② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して362百万円減少して322百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べて224百万円減少し、324百万円（前期比41.0％

減）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の減少によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて192百万円増加し、211百万円（前期比

1010.6％増）となりました。これは主に投資有価証券の取得によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて60百万円減少し、482百万円（前期比11.1％

減）となりました。これは主に借入金の返済によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析

  （百万円未満切捨て） 

  平成24年10月期末 平成25年10月期末 増減額 

資産合計 5,748百万円 5,041百万円 △706百万円 

負債合計 3,463百万円 2,732百万円 △731百万円 

純資産合計 2,284百万円 2,309百万円 25百万円 

自己資本比率 39.7％ 45.8％ 6.1％ 

１株当たり純資産 415.20円 419.89円 4.69円 
 

  
平成24年10月期 

(平成23年11月１日～ 
平成24年10月31日) 

平成25年10月期 
(平成24年11月１日～ 
平成25年10月31日) 

増減額 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

549百万円 324百万円 △224百万円 

  
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△19百万円 △211百万円 △192百万円 

  
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△542百万円 △482百万円 60百万円 

現金及び現金同等物の
増減額 

△11百万円 △362百万円 △350百万円 

現金及び現金同等物の
期末残高 

685百万円 322百万円 △362百万円 

 



  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  ３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  ４．有利子負債は、連結貸借対照表に記上されている負債のうち利子を支払って 

    いる全ての負債を対象としております。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題の一つであると認識しております。配当金

につきましては、業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状況等を総合的に勘案したうえで

実施することを基本方針としており、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営体質および事

業の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、実績に裏づけされた利益還元を行ってまいります。 

このため当期の配当金は１株５円（連結配当性向65.2％）の配当を予定しております。 

また、次期の配当につきましても、５円を予定しております。 

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めており、毎

事業年度における配当は、期末と中間の２回行うことができることとしております。これらの剰余金の

配当については、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会を決定機関としております。 

  

  平成21年10月期 平成22年10月期 平成23年10月期 平成24年10月期 平成25年10月期 

自己資本比率(%) 27.3 33.9 33.6 39.7 45.8 

時価ベースの自己資本比率
(%) 

33.8 25.9 17.8 27.4 37.3 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(%) 

411.9 409.3 404.9 275.1 317.8 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍) 

9.3 10.9 11.1 16.1 14.2 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当



  

当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載し

ております。従いまして、当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで発生の回避及び発生した場

合の対応に努める方針であります。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社グループが判断したも

のであり、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

（全般） 

当社は、第三者調査委員会による調査結果を受け、平成23年12月22日に平成18年10月期第1四半期から

平成23年10月期第３四半期までの決算短信の訂正を行うとともに、平成18年10月期から平成23年10月期第

３四半期までの四半期報告書・有価証券報告書等の訂正報告書を提出いたしましたことから、東証より当

社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められたため、平成24年１月18日付にて当社株式が

特設注意市場銘柄に指定されました。 

特設注意市場銘柄指定解除に向けて、１年ごとに内部管理体制の状況等について記載した「内部管理体

制報告書」を株式会社東京証券取引所へ提出いたしますが、その審査の結果、指定から３年を経過しても

内部管理体制等に問題があると判断される場合、または内部管理体制の状況等が改善される見込みがない

と判断される場合、上場を廃止されることとなります。 

当社の株式が上場廃止となった場合には、当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営成

績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（移動体通信店舗事業） 

① 受取手数料について 

移動体通信機器の販売代理店事業では、市場の成熟、個人消費の低迷等により厳しさが増しておりま

す。販売代理店事業では、移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約や修理業務等

の取次ぎを行うことにより手数料を収受しており、移動体通信キャリアの事業方針等の大幅な取引条件の

変更等が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後の新たな料金プラン等の設定によるインセンティブ体系の変更も、同様に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

② 移動体通信機器の販売について 

移動体通信機器の販売については、携帯電話普及率の上昇により新規契約の獲得競争が激しくなってお

ります。また、個人消費動向や、高機能・高付加価値な端末の販売や割賦販売制度によりユーザーの買い

替えサイクルが長期化しております。これらの傾向がさらに顕著になった場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 移動体通信事業における競合について 

移動体通信業界は、業界の成熟とともに移動体通信機器及びサービスの販売競争はますます激化してお

ります。当社は、移動体通信キャリアと移動体通信サービスの代理店契約を締結しておりますが、同様に

移動体通信キャリアと直接契約を締結している代理店は全国に多数あります。従いまして、今後の他社と

の競争状況及び業界内の再編状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 法的規制について 

顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不測の事態により顧客

情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼の失墜、損害賠償請求等により、財

政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク



  
（テレマーケティング事業） 

① 受取手数料について 

医療保険等第三分野の保険加入契約の取次ぎを行うことにより、その対価として手数料を収受しており

ますが、受取手数料の金額、支払対象期間、顧客の払込保険料に対する割合等の取引条件について、保険

会社の事業方針等の大幅な変更が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

② テレマーケティング事業の事業展開について 

保険会社から業務委託を受け、保険加入率の向上等の営業努力を行っておりますが、保険事業の受注

は、当該保険会社の営業政策の変更により影響を受ける可能性があります。また、その保険会社及び取扱

商品等に対する風評により、新規保険契約数、保有保険契約の継続率等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

③ 法的規制について 

保険の募集事業については、保険事業法の規制を受けており、当社は、保険会社の一次代理店として登

録し、保険募集人資格を有する社員が、コールセンターで保険契約の募集を行っております。また、加入

契約者の個人情報及び顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不

測の事態により情報の紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害賠償請求

等により、重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（介護事業） 

① 介護保険法について 

介護事業におきましては、介護保険収入への依存度が高いため、介護保険に関する制度の変更により介

護サービスに関する規制、介護報酬額、要介護度に応じた支給限度額等が変更された場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 介護スタッフの確保について 

介護施設の展開については、有資格介護スタッフの確保が必要でありますが、必要とする人財が適時確

保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する重要事象等



  

【経営理念】 

当社及び当社グループは、「コミュニケーション」をキーワードに、コンシューマービジネスに特化

し、お客様に様々なサービスを提供いたします。 

【行動指針】 

① ＣＳ(顧客満足度)第一主義の基本に則ったＱＳＣＡの確立を目指しております。 

  (Q：Quality   S：Service   C：Cleanliness   A：Atmosphere) 

② 常に株主様に対して、適切な利益還元と情報開示により信頼に応え、継続的な成長と企業価値の向

上を目指しております。 

③ お客様と接するのは従業員であるため、従業員の成長を促すためのＥＳ(従業員満足度)向上を目指

しております。 

④ 地域社会へ貢献し、環境との調和を図ることを目指しております。 

  

当社グループの目標は、ＱＳＣＡの確立と同時に、業務効率の向上と販売費・一般管理費の徹底管理

を図ることで、売上高経常利益率５％以上を安定的に確保できる体制を造ることを経営指標として掲

げ、企業価値の最大化を目指しております。 

  

当社グループは、成長の原点である移動体通信店舗事業に関する事業フィールドの拡大も含めた関連

事業分野におけるＭ＆Ａ等の活用をはじめ、既存事業の強化に取り組んでまいります。 

また、新規事業を育成し、変化し成長し続ける企業としてチャレンジし続けてまいります。 

  

１．適切な企業統治 

当社は、平成23年12月22日に平成18年10月期から平成23年10月期第3四半期までの有価証券報告書等に

係る訂正報告書を提出いたしました。この件につき、東証は、当社の内部管理体制等について改善の必要

性が高いと認められるため、平成24年１月18日に当社株式を特設注意市場銘柄に指定しました。 

その後、当該指定から１年が経過し、当社は内部管理体制確認書を東証に提出し、東証がその内容等を

確認したところ、当社の内部管理体制等が十分に改善されたとは確認できなかったため、当社株式につい

て特設注意市場銘柄指定の解除を行わないこととする通知を平成25年4月30日に受けました。そのため当

社株式は、特設注意市場銘柄の継続となっております。 

当社は内部管理体制等の確立に努め、内部統制の運用についても実行性を徹底することとし、特設注意

市場銘柄指定の解除に向けて全社一丸となって取り組んでおります。 

  

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題



  
２．移動体通信店舗事業 

移動体通信店舗事業におきましては、ソフトバンクモバイル株式会社及びＫＤＤＩ株式会社に続き、

株式会社ＮＴＴドコモもｉＰｈｏｎｅの販売を開始するなど活況を呈してまいりました。そのような状

況のなか、今後の規模拡大も見据えた積極的な新卒採用などにより、東日本トップ代理店となることを

目標とし、ステークホルダーと共存共栄を図るために以下の点に努めてまいります。 

① 基本の徹底 

② 販売力の強化（社員の成長） 

③ 販売チャネル(店舗数、エリア等)の強化 

④ 将来を見据えた管理者人財の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  

３．テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、更なる規模及び競争力の拡大を図るため、以下の点に努め

てまいります。 

① 競争力強化のため、規模の拡大 

② 成長性とコスト管理のバランス経営 

③ 新規商材、新規チャネルの開発 

④ 将来を見据えた管理者人財の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  

４．医療・介護事業 

リハビリテーションを軸とした、地域オンリーワンの展開を目指すため、以下の点に努めてまいりま

す。 

① 日常生活動作の向上・維持を目的とした、利用者・家族・スタッフが一丸となって取組める体制作

りの強化 

② 将来を見据えた人財の育成 

③ コンプライアンスの徹底 

  

５．人財育成への対応 

当社グループは、移動体通信店舗事業、テレマーケティング事業、医療・介護事業等と、事業内容が

異なる領域に渡ることで、人財面での充実、育成は重要課題であると認識しております。お客様と直接

対応する現場でのＱＳＣＡの確立を基本に、人財育成、社員力の向上に努めてまいります。 

  



  

 

３．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

          前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 707,484 341,711
    売掛金 1,476,312 1,393,404
    商品 294,615 257,367
    繰延税金資産 164,112 248,545
    その他 45,815 52,172

    貸倒引当金 △2,511 △2,511

    流動資産合計 2,685,828 2,290,690

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 694,576 413,220
        減価償却累計額 △377,880 △250,442

        建物及び構築物（純額） 316,695 162,777

      車両運搬具 16,633 17,879

        減価償却累計額 △13,864 △16,408

        車両運搬具（純額） 2,768 1,470

      工具、器具及び備品 227,451 245,377

        減価償却累計額 △183,165 △204,693

        工具、器具及び備品（純額） 44,285 40,684

      土地 617,803 617,803
      建設仮勘定 － 5,867

      有形固定資産合計 981,553 828,603

    無形固定資産     
      のれん 1,604,282 1,490,858

      その他 28,330 11,370

      無形固定資産合計 1,632,613 1,502,228

    投資その他の資産     
      投資有価証券 6,850 148,580
      長期貸付金 20,171 17,487
      株主及び株主保有会社に対する金銭債権 641,391 637,573
      敷金及び保証金 212,590 221,504
      繰延税金資産 192,528 18,676
      その他 8,635 8,024

      貸倒引当金 △642,352 △638,534

      投資その他の資産合計 439,815 413,311

    固定資産合計 3,053,982 2,744,143

  繰延資産     

    社債発行費 8,760 6,979

    繰延資産合計 8,760 6,979

  資産合計 5,748,571 5,041,813

              
 



(単位：千円)

      前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 1,289,499 1,282,252
    短期借入金 112,000 113,200
    1年内返済予定の長期借入金 362,399 548,749
    1年内償還予定の社債 90,000 90,000
    未払金 254,880 212,448
    預り金 257,627 55,227
    未払法人税等 67,243 44,498
    未払消費税等 29,199 25,120
    賞与引当金 42,589 49,642
    役員賞与引当金 3,746 6,417
    災害損失引当金 16,500 －

    その他 8,808 11,842

    流動負債合計 2,534,494 2,439,399

  固定負債     
    社債 285,000 195,000
    長期借入金 618,725 69,976
    その他 25,377 28,127

    固定負債合計 929,103 293,103

  負債合計 3,463,597 2,732,503

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金 822,760 822,760
    利益剰余金 270,229 284,822

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 2,282,277 2,296,870

  その他の包括利益累計額     
    その他有価証券評価差額金 △296 10,890

    その他の包括利益累計額合計 △296 10,890

  新株予約権 1,249 －

  少数株主持分 1,743 1,549

  純資産合計 2,284,974 2,309,310

負債純資産合計 5,748,571 5,041,813

          
 



  
（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書
(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上高 13,950,551 15,112,464

売上原価 11,521,057 12,535,549

売上総利益 2,429,494 2,576,915

販売費及び一般管理費 1,971,153 2,202,788

営業利益 458,340 374,127

営業外収益     
  受取利息 927 658
  貸倒引当金戻入額 1,454 3,818
  受取助成金 3,150 8,801
  為替差益 － 6,361
  その他 12,203 7,914

  営業外収益合計 17,735 27,554

営業外費用     
  支払利息 38,859 20,493
  不動産賃貸費用 9,121 9,131
  休止固定資産関係費用 26,559 13,773

  その他 13,938 9,527

  営業外費用合計 88,480 52,925

経常利益 387,596 348,756

特別利益     
  新株予約権戻入益 － 1,249
  固定資産売却益 591 －
  受取補償金 50,289 22,728
  預り敷金償却益 － 21,210
  災害損失引当金戻入額 － 16,500
  債務消滅益 85,370 －
  不正関連損失引当金戻入額 24,353 －

  その他 4,130 4,314

  特別利益合計 164,735 66,002

特別損失     
  固定資産除却損 9,235 155,575
  減損損失 7,762 6,373
  貸倒引当金繰入額 100,973 －
  災害による損失 6,405 1,585
  不明支出金損失 32,204 67,010

  その他 1,605 3,500

  特別損失合計 158,185 234,044

税金等調整前当期純利益 394,145 180,714

法人税、住民税及び事業税 21,993 49,417

法人税等調整額 173,470 89,418

法人税等合計 195,464 138,835

少数株主損益調整前当期純利益 198,681 41,879

少数株主損失（△） △779 △194

当期純利益 199,461 42,073

        
 



  
連結包括利益計算書

(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 198,681 41,879

その他の包括利益     
  その他有価証券評価差額金 443 11,186

  その他の包括利益合計 443 11,186

包括利益 199,125 53,065

（内訳）     
  親会社株主に係る包括利益 199,904 53,260
  少数株主に係る包括利益 △779 △194
        
 



  

 

（３）連結株主資本等変動計算書
(単位：千円)

        
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    当期首残高 1,199,086 1,199,086

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     

    当期首残高 822,760 822,760

    当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    当期首残高 98,248 270,229
    当期変動額     
      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期純利益 199,461 42,073

      当期変動額合計 171,980 14,593

    当期末残高 270,229 284,822

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 2,120,296 2,282,277
    当期変動額     
      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期純利益 199,461 42,073

      当期変動額合計 171,980 14,593

    当期末残高 2,282,277 2,296,870

その他の包括利益累計額     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

  その他の包括利益累計額合計     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

新株予約権     
  当期首残高 1,249 1,249
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1,249

    当期変動額合計 － △1,249

  当期末残高 1,249 －

            
 



(単位：千円)

      
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

少数株主持分     
  当期首残高 2,523 1,743
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △779 △194

    当期変動額合計 △779 △194

  当期末残高 1,743 1,549

純資産合計     
  当期首残高 2,113,329 2,284,974
  当期変動額     
    剰余金の配当 △27,480 △27,480
    当期純利益 199,461 42,073

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △336 9,742

    当期変動額合計 171,644 24,335

  当期末残高 2,284,974 2,309,310

          
 



  

 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税金等調整前当期純利益 394,145 180,714
  減価償却費 99,357 84,924
  減損損失 7,762 6,373
  のれん償却額 114,591 114,883
  貸倒引当金の増減額（△は減少） 99,519 △3,818
  賞与引当金の増減額（△は減少） △13,684 9,723
  不正関連損失引当金の増減額(△は減少) △72,260 －
  受取利息及び受取配当金 △1,177 △1,079
  支払利息 38,859 20,493
  為替差損益（△は益） 56 －
  固定資産除却損 9,235 155,575
  受取補償金 △50,289 △22,728
  債務消滅益 △85,370 －
  災害損失 6,405 －
  不明支出金損失 32,204 67,010
  新株予約権戻入益 － △1,249
  売上債権の増減額（△は増加） 5,964 82,908
  たな卸資産の増減額（△は増加） 24,611 36,946
  未収入金の増減額（△は増加） 15,047 2,222
  未収消費税等の増減額（△は増加） 4,852 127
  未払消費税等の増減額（△は減少） △3,735 △4,079
  仕入債務の増減額（△は減少） 50,419 △7,246
  未払金の増減額（△は減少） △25,862 △42,432
  預り金の増減額（△は減少） △75,524 △181,189

  その他 13,023 △48,396

  小計 588,160 449,684

  利息及び配当金の受取額 1,447 676
  利息の支払額 △33,546 △22,859
  法人税等の支払額 △24,815 △58,951
  法人税等の還付額 27 106
  補償金の受取額 50,289 22,728

  不明支出金損失額 △32,204 △67,010

  営業活動によるキャッシュ・フロー 549,359 324,374

        
 



(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     
  定期預金の払戻による収入 100,658 －
  有形固定資産の取得による支出 △91,196 △82,480
  有形固定資産の売却による収入 1,904 －
  無形固定資産の取得による支出 △1,474 △1,458
  投資有価証券の取得による支出 － △121,218
  敷金及び保証金の差入による支出 △19,404 △26,524
  敷金及び保証金の回収による収入 5,541 6,332
  役員に対する金銭債権の増加に伴う支出 △9,000 －
  役員に対する金銭債権の減少に伴う収入 － 9,000
  株主に対する金銭債権の増加に伴う支出 △4,789 △340
  株主に対する金銭債権の減少に伴う収入 2,743 4,159

  株主保有会社に対する金銭債権の減少に伴う収
入 

287 －

  貸付けによる支出 △4,500 △1,150

  貸付金の回収による収入 223 2,620

  投資活動によるキャッシュ・フロー △19,004 △211,059

財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入れによる収入 － 210,000
  短期借入金の返済による支出 △168,000 △208,800
  長期借入金の返済による支出 △535,498 △362,399
  長期未払金の返済による支出 △1,837 △3,781
  社債の発行による収入 291,090 －
  社債の償還による支出 △100,846 △90,000

  配当金の支払額 △27,183 △27,183

  財務活動によるキャッシュ・フロー △542,274 △482,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △56 6,361

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,976 △362,487

現金及び現金同等物の期首残高 697,460 685,484

現金及び現金同等物の期末残高 685,484 322,997

        
 



  

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日) 

(単位：千円)

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業等を

含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△154,449千円には、セグメント間取引消去△1,093千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△153,356千円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント資産の調整額915,622千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含ま

れております。全社資産の主なものは余裕資金（現金及び預金）529,924千円であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)2,3 

連結損益計
算書計上額 

(注)4 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ 
ティング 

事業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

13,204,506 518,251 12,904 13,735,662 214,888 13,950,551 ― 13,950,551 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― ― ― 1,093 1,093 △1,093 ― 

計 13,204,506 518,251 12,904 13,735,662 215,981 13,951,644 △1,093 13,950,551 

営業費用 12,659,387 373,825 17,099 13,050,313 288,540 13,338,853 153,356 13,492,211 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

545,119 144,425 △4,195 685,349 △72,559 612,790 △154,449 458,340 

セグメント資
産 

3,722,010 205,881 794,128 4,722,020 110,928 4,832,949 915,622 5,748,571 

セグメント負
債 

2,234,212 156,022 44,490 2,434,725 79,572 2,514,298 949,299 3,463,597 

その他の項目                 

 減価償却費 40,013 15,005 16,972 71,991 8,118 80,110 19,246 99,357 

 のれんの償 
 却費 

114,591 ― ― 114,591 ― 114,591 ― 114,591 

 特別利益 140,382 ―   140,382 ― 140,382 24,353 164,735 

 (受取補償 
 金) 

50,289 ― ― 50,289 ― 50,289 ― 50,289 

 (債務消滅 
 益) 

85,370 ― ― 85,370 ― 85,370 ― 85,370 

 特別損失 12,455 ― 10,823 23,279 1,028 24,307 133,878 158,185 

 有形固定資 
 産及び無形 
 固定資産の 
 増加額 

55,393 8,946 7,786 72,126 28,056 100,182 9,978 110,160 

 



  
当連結会計年度(自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日) 

(単位：千円)

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業等を

含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△146,906千円には、セグメント間取引消去△73千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△146,833千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント資産の調整額542,566千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含ま

れております。全社資産の主なものは余裕資金（現金及び預金並びに投資有価証券）でありま

す。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)2,3 

連結損益計
算書計上額 

(注)4 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ 
ティング 

事業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

 14,288,085 618,648 15,734 14,922,468 189,996 15,112,464 ― 15,112,464 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― ― ― 73 73 △73 ― 

計 14,288,085 618,648 15,734 14,922,468 190,069 15,112,538 △73 15,112,464 

営業費用  13,945,822 387,458  14,626 14,347,906 243,597 14,591,504 146,833 14,738,337 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

342,263 231,190 1,107 574,561 △53,528 522,173 △146,906 374,127 

セグメント資
産 

3,520,515 208,692 638,076 4,367,284 131,962 4,499,246 542,566 5,041,813 

セグメント負
債 

1,939,297 126,275 21,320 2,086,893 52,056 2,138,949 593,553 2,732,503 

その他の項目                 

 減価償却費 41,516 8,237 5,607 55,361 12,623 67,985 16,939 84,924 

 のれんの償 
 却費 

114,883 ― ― 114,883 ― 114,883 ― 114,883 

 特別利益 22,728 ― ― 22,728 ― 22,728 43,274 66,002 

 (受取補償 
 金) 

22,728 ― ― 22,728 ― 22,728 ― 22,728 

 (債務消滅 
 益) 

― ― ― ― ― ― ― ― 

 特別損失 3,353 1,141 153,807 158,302 6,373 164,675 69,368 234,044 

 (減損損失) ― ― ― ― 6,373 6,373 ― 6,373 

 有形固定資 
 産及び無形 
 固定資産の 
 増加額 

57,120 9,767 ― 66,887 10,129 77,017 1,454 78,471 

 



  

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年11月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に表示しておりました「受取助成金」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「その他」に表示しておりまし

た15,353千円は、「受取助成金」3,150千円、「その他」12,203千円として組み替えております。 

  

(会計方針の変更)

(表示方法の変更)



  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産、１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  
２．１株当たり当期純利益金額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(１株当たり情報)

項目 
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

１株当たり純資産額 415円20銭 419円89銭 

１株当たり当期純利益 36円29銭 7円66銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

 

  
前連結会計年度 

(平成24年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年10月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,284,974 2,309,310 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,281,981 2,307,761 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 ― 

 少数株主持分 1,743 1,549 

普通株式の発行済株式数(株) 5,614,600 5,614,600 

普通株式の自己株式数(株) 1,185,000 118,500 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

5,496,100 5,496,100 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 199,461 42,073 

普通株式に係る当期純利益(千円) 199,461 42,073 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,496,100 5,496,100 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

― 

 



  

   該当事項はありません。 

(重要な後発事象)



  

 

４．個別財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

          前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 530,899 130,669
    売掛金 3,689 3,859
    前払費用 2,111 2,496
    繰延税金資産 159,648 244,081
    関係会社短期貸付金 798,529 280,233
    関係会社短期債権 44,482 937,972
    その他 1,822 281

    貸倒引当金 △62,348 △88,584

    流動資産合計 1,478,834 1,511,010

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 329,261 39,000

        減価償却累計額 △152,808 △20,891

        建物及び構築物（純額） 176,453 18,109

      車両運搬具 11,521 11,521

        減価償却累計額 △10,780 △10,945

        車両運搬具（純額） 740 576

      工具、器具及び備品 6,461 7,915

        減価償却累計額 △3,238 △5,265

        工具、器具及び備品（純額） 3,222 2,649

      土地 617,803 617,803

      有形固定資産合計 798,219 639,137

    無形固定資産     
      ソフトウエア 18,710 4,477

      その他 159 159

      無形固定資産合計 18,869 4,636

    投資その他の資産     
      投資有価証券 6,850 129,380
      関係会社株式 408,429 408,429
      関係会社長期貸付金 578,033 415,850
      株主及び株主保有会社に対する金銭債権 737,868 765,682
      敷金及び保証金 3,570 3,430
      繰延税金資産 192,528 18,676
      その他 4,964 4,964

      貸倒引当金 △754,063 △779,143

      投資その他の資産合計 1,178,180 967,269

    固定資産合計 1,995,269 1,611,043

  繰延資産     

    社債発行費 8,760 6,979

    繰延資産合計 8,760 6,979

  資産合計 3,482,865 3,129,033

              
 



(単位：千円)

          前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 307 223
    短期借入金 112,000 113,200
    1年内返済予定の長期借入金 233,562 65,992
    1年内償還予定の社債 90,000 90,000
    未払金 55,873 42,079
    未払費用 765 1,070
    未払法人税等 14,542 25,939
    未払消費税等 21,934 1,548
    前受金 782 1,318
    預り金 30,985 7,049
    賞与引当金 3,981 2,783
    役員賞与引当金 3,746 6,417
    災害損失引当金 16,500 －

    その他 15,211 11,149

    流動負債合計 600,192 368,770

  固定負債     
    社債 285,000 195,000
    長期借入金 106,018 40,026
    長期預り保証金 7,685 8,285
    関係会社損失引当金 47,533 48,034

    その他 7,627 11,577

    固定負債合計 453,863 302,923

  負債合計 1,054,055 671,693

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金     
      資本準備金 69,874 69,874

      その他資本剰余金 752,886 752,886

      資本剰余金合計 822,760 822,760

    利益剰余金     
      利益準備金 5,496 8,244
      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 410,312 426,156

      利益剰余金合計 415,808 434,400

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 2,427,856 2,446,448

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 △296 10,890

    評価・換算差額等合計 △296 10,890

  新株予約権 1,249 －

  純資産合計 2,428,809 2,457,339

負債純資産合計 3,482,865 3,129,033

              
 



  

 

（２）損益計算書
(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

売上高     
  関係会社受入手数料 847,918 647,964
  不動産事業売上高 12,904 15,734

  売上高合計 860,822 663,698

売上原価 9,126 9,650

売上総利益 851,695 654,047

販売費及び一般管理費     
  役員報酬 46,228 80,211
  給料手当及び賞与 99,575 70,009
  賞与引当金繰入額 5,363 1,406
  役員賞与引当金繰入額 6,556 11,857
  法定福利及び厚生費 20,159 19,369
  減価償却費 19,246 16,939
  管理諸費 24,029 28,753
  支払手数料 32,730 26,260

  その他 53,596 51,449

  販売費及び一般管理費合計 307,485 306,258

営業利益 544,210 347,789

営業外収益     
  受取利息 22,850 17,566

  その他 641 9,871

  営業外収益合計 23,491 27,437

営業外費用     
  支払利息 14,618 6,402
  社債利息 1,663 1,836
  貸倒引当金繰入額 58,382 26,235
  休止固定資産関係費用 26,559 13,773

  その他 4,016 3,643

  営業外費用合計 105,240 51,891

経常利益 462,461 323,335

        
 



(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

特別利益     
  新株予約権戻入益 － 1,249
  預り敷金償却益 － 21,210
  災害損失引当金戻入額 － 16,500
  不正関連損失引当金戻入額 24,353 －

  その他 － 4,314

  特別利益合計 24,353 43,274

特別損失     
  固定資産除却損 3,513 152,222
  貸倒引当金繰入額 80,845 25,080
  関係会社株式評価損 9,999 －
  関係会社損失引当金繰入額 7,653 501
  災害による損失 6,405 1,585
  不明支出金損失 32,204 67,010

  その他 1,605 3,500

  特別損失合計 142,227 249,899

税引前当期純利益 344,587 116,710

法人税、住民税及び事業税 △31,644 △18,780

法人税等調整額 177,935 89,418

法人税等合計 146,290 70,637

当期純利益 198,297 46,072

        
 



  

 

（３）株主資本等変動計算書
(単位：千円)

            
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    当期首残高 1,199,086 1,199,086

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     
    資本準備金     

      当期首残高 69,874 69,874

      当期末残高 69,874 69,874

    その他資本剰余金     

      当期首残高 752,886 752,886

      当期末残高 752,886 752,886

    資本剰余金合計     
      当期首残高 822,760 822,760

      当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    利益準備金     
      当期首残高 2,748 5,496
      当期変動額     

        剰余金の配当 2,748 2,748

        当期変動額合計 2,748 2,748

      当期末残高 5,496 8,244

    その他利益剰余金     
      繰越利益剰余金     
        当期首残高 242,243 410,312
        当期変動額     
          当期純利益 198,297 46,072
          剰余金の配当 △30,228 △30,228

          当期変動額合計 168,068 15,844

        当期末残高 410,312 426,156

    利益剰余金合計     
      当期首残高 244,991 415,808
      当期変動額     
        当期純利益 198,297 46,072

        剰余金の配当 △27,480 △27,480

        当期変動額合計 170,816 18,592

      当期末残高 415,808 434,400

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 2,257,039 2,427,856
    当期変動額     
      当期純利益 198,297 46,072
      剰余金の配当 △27,480 △27,480

      当期変動額合計 170,816 18,592

    当期末残高 2,427,856 2,446,448

                
 



(単位：千円)

        
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

評価・換算差額等     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

  評価・換算差額等合計     
    当期首残高 △739 △296
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

443 11,186

      当期変動額合計 443 11,186

    当期末残高 △296 10,890

新株予約権     
  当期首残高 1,249 1,249
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1,249

    当期変動額合計 － △1,249

  当期末残高 1,249 －

純資産合計     
  当期首残高 2,257,549 2,428,809
  当期変動額     
    当期純利益 198,297 46,072
    剰余金の配当 △27,480 △27,480

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 443 9,937

    当期変動額合計 171,260 28,529

  当期末残高 2,428,809 2,457,339

            
 



  

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年11月１日以後

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

（４）個別財務諸表に関する注記事項

(会計方針の変更)



  

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産、１株当たり当期純利益を算定しております。  

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。  

  

２．１株当たり当期純利益金額又は潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

(注) 当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 

  

(１株当たり情報)

項目 
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日) 

１株当たり純資産額 441円69銭 447円47銭 

１株当たり当期純利益 36円08銭 8円38銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

 

  
前事業年度 

平成24年10月31日 
当事業年度 

平成25年10月31日 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,428,809 2,457,339 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,427,560 2,457,339 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 ― 

普通株式の発行済株式数(株) 5,614,600 5,614,600 

普通株式の自己株式数(株) 118,500 118,500 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

5,496,100 5,496,100 

 

  
前事業年度 

(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 

 至 平成25年10月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 198,297 46,072 

普通株式に係る当期純利益(千円) 198,297 46,072 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,496,100 5,496,100 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成20年12月11日 
(普通株式3,500株) 

― 

 




